
市民の皆様の地震対策を支援するため
御坊市では、様々な補助を行っています!

大地震に備える
～いつか来る その日のために～

　和歌山県では、今後30年以内にマグニチュード8～9クラスの地震が70～80％の確率で発生するとされてい
ます。この地震は、最大震度7とも言われており、大きな被害が想定されています。
　「いつか」が来るその前に大地震に備えましょう。

住宅耐震改修事業補助金
　皆さんは自分が住んでいる住宅がどの程度の地震に耐えられるかご存知ですか?
　昭和56年以前の旧耐震基準で建てられた住宅は、大地震で大きな被害を受ける可能性が高く、自分や家族
の命の危険はもとより、隣接する建築物や道路にも被害を及ぼす恐れがあります。
　御坊市では、住宅の耐震化などの安全確保のため、耐震診断と耐震改修費用を補助しています。また、家
屋の倒壊から命を守るため耐震ベット・耐震シェルタ―購入費用の補助もしています。

　東日本大震災では、火災の発生原因の過半数が電気機器関係であったと言われています。
　地震が引き起こす火災の一つとして通電火災があります。地震の揺れに伴う停電が復旧したときに発生す
る火災のことであり、通電火災対策には感震ブレーカーが効果的です。
　感震ブレーカーとは、地震を感知すると、自動的にブレーカーを落として、電気を止める装置です。
　御坊市では、高齢者世帯等を対象に感震ブレーカーの設置に関する補助事業を実施しています。

補助内容
・購入費及び設置費用のうち上限2万円を補助

対象者
・満65歳以上の方のみで構成する世帯
・身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳を受けている
　方のみで構成される世帯

感震ブレーカー設置事業補助金

家具転倒防止金具取付事業補助金
　阪神淡路大震災では、家屋の倒壊や家具の転倒による窒息死・圧死が死亡原因の大半を占めています。
　また倒壊をまぬがれた家屋でも家具等の転倒・落下によるケガは、原因の半数を占めており、倒壊しない
から安全というわけではありません。
　御坊市では、家具転倒による被害を減らすため、家具転倒防止金具の取付支援を行っています。

補助内容
・1世帯につき、３竿以内（たんす、食器棚、本棚等）で、上限８千５百円を補助
　※補助金活用された大半の方が、自己負担ゼロとなっています。

対象者
・満65歳以上の方のみで構成する世帯
・身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳を受けている方のみで構成される世帯

ブロック塀等撤去改善事業補助金
　平成30年6月18日に大阪府北部で最大震度6弱の大きな地震が起こり、その地震によりブロック塀が倒
壊し、尊い命が失われました。
　老朽化したブロック塀や基準を満たさないブロック塀は「非常に危険」です。倒壊による人的被害だけで
なく、津波等からの避難や緊急車両の通行の妨げの原因にもなります。
　このような事例を未然に防ぐため、御坊市では「ブロック塀等撤去改善事業」を実施しています。

補助内容
・ブロック塀等の撤去：施工費用とブロック塀1メートルにつき8千9百円を乗じた

額を比較して、いずれか少ない額の1/2（上限：10万円）
・ブロック塀等の改善：施工費用と生垣・フェンスなどの設置1メートルにつき１万

５千円を乗じた額と比較して、いずれか少ない額の1/2（上限：10万円）

改善後

詳細については、
防災対策課まで
お問い合わせください。

防災対策課
☎0738-23-5528

対象のブロック塀等

 木造住宅無料耐震診断、非木造住宅耐震診断

対象者　住宅所有者(登記人または納税義務者)かつ次の条件を満たす住宅
・地上階数が２階以下かつ延床面積が200㎡以下の住宅
・木造住宅無料耐震診断については、平成12年５月31日以前に着工された在来軸組工法の住宅
・非木造住宅耐震診断については、昭和56年５月31日以前に着工された非木造住宅

補助金額　
・木 造 住 宅：無料
・非木造住宅：費用の２/３（上限８万９千円）　

募集戸数  　　
　・木造住宅無料耐震診断：先着30戸
　・非木造住宅耐震診断   ：先着 １戸

詳細については、
都市建設課まで
お問い合わせください。

都市建設課
☎0738-23-5512

 耐震補強設計、耐震改修工事

補助要件
・耐震診断において、耐震性が不足していると

判断されていること
・耐震性を一定以上まで向上させること

補助金額
・50万円（上限：工事費の40％）＋定額66万

６千円　最大116万６千円　
　※耐震補強設計と耐震改修を行った場合

募集戸数
・先着10戸

 耐震ベット、耐震シェルター購入補助

補助金額
・補助対象経費の２/３（上限：26万６千円）

※補助対象経費には設置に要する費用も含まれます。
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